
総便益
（億円）

23 88 70 1.3 １０４点 １２１点

14 54 27 2.0 １１３点 １２１点

27 143 47 3.1 １１０点 １００点

114 452 202 2.2 １２２点 １３３点

60 125 110 1.1 １１０点 １３３点

7 15 11 1.4 １０８点 １１０点

7 22 12 1.8 １０４点 １１７点

685 2,086 1,382 1.5 １１７点 １６１点

142 508 251 2.0 １１４点 １３３点
九段第３合同庁舎
関東地方整備局 計画延べ床面積：36,899㎡

  入居予定官署の既存庁舎はいずれも経年によ
る老朽化、業務量増大に伴う狭あい化が著し
い。
　また、省庁再編等に伴い新たに設置された労
働局の民借及び分散の解消のため早急に庁舎整
備が必要である。

農林水産研究所生活技術研修館
国土交通省 計画延べ床面積：1,909㎡

　農林水産研修所生活技術研修館は、経年によ
る老朽化が著しく、早急に別地に新研修館を整
備し移転する必要がある。

中央合同庁舎第7号館
国土交通省 計画延べ床面積：187,269㎡

  入居予定官署の既存庁舎はいずれも経年によ
る老朽化、業務量増大に伴う狭あい化が著し
く、早急に庁舎整備が必要である。

福岡第１地方合同庁舎（増築）
九州地方整備局 計画延べ床面積：17,943㎡

  省庁再編等に伴い新たに設置された労働局の
民借及び分散の解消のため早急に庁舎整備が必
要である。

名古屋税関麻薬探知犬管理センター
中部地方整備局 計画延べ床面積：1,804㎡

　名古屋税関麻薬探知犬管理ｾﾝﾀｰは、平成１７
年３月に予定されている中部国際空港の開港に
合わせ、不正薬物の摘発に不可欠な麻薬探知犬
の管理及び能力維持の訓練を効率的かつ機能的
に運用を行うため、中部国際空港近隣に整備す
る必要がある。

中部空港地方合同庁舎
中部地方整備局 計画延べ床面積：7,408㎡

  平成１７年３月に予定されている中部国際空
港の開港に合わせ、関係官署が入居する庁舎を
早急に整備する必要がある。

高松地方合同庁舎
四国地方整備局 計画延べ床面積：31,175㎡

  入居予定官署の既存庁舎はいずれも経年によ
る老朽化、業務量増大に伴う狭あい化が著し
く、早急に庁舎整備が必要である。

成田空港地方合同庁舎（増築）
関東地方整備局 計画延べ床面積：6,900㎡

　入居官署である税関出張所は業務の多様化、
業務量の増大による狭あい化が著しく、早急に
庁舎整備が必要である。

七尾第２地方合同庁舎
北陸地方整備局 計画延べ床面積：4,576㎡

　入居予定官署の既存庁舎はいずれも経年によ
る老朽化、業務量増大に伴う狭隘化が著しく、
早急に庁舎整備が必要である。
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【官庁営繕事業】

新規事業採択時評価結果一覧表（その他施設費）
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1

1

【船舶建造事業】

160

107

23

大型巡視船（高速高機能）
建造（２隻）
海上保安庁

整備しようとする巡視船は、速力、夜間監視能力、捕捉能力、操縦性能、射撃精度、警備広報実施能力等の向上が図られ、不審船事案に的確に対
応できるほか、悪質巧妙化する密航・密輸事犯、外国人漁業の監視取締等にも十分対応することができる。

小型巡視船（高速特殊警備船）
建造（１隻）
海上保安庁

整備しようとする巡視船は、速力を極めて向上させ、また、夜間監視能力、捕捉能力、操縦性能、射撃精度、警備広報実施能力等の向上も図ら
れ、不審船事案に的確に対応できるほか、悪質巧妙化する密航・密輸事犯、外国人漁業の監視取締等にも十分対応することができる。

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円） 評　価

大型巡視船
（ヘリ甲板付高速高機能）
建造（２隻）
海上保安庁

整備しようとする巡視船は、速力、夜間監視能力、捕捉能力、操縦性能、射撃精度、警備広報実施能力等の向上が図られ、また、ヘリコプター連
携機能を有しており、不審船事案に的確に対応できるほか、悪質巧妙化する密航・密輸事犯、外国人漁業の監視取締等にも十分対応することがで
きる。

（情報通信基盤整備＜父島情報センター＞） ・昨今の標準的な情報通信環境を、隔絶した小笠原村において確保するために最低限必要な整備である。
東京都小笠原村

東京都 　必要な整備である。
生活基盤施設等整備 ・小笠原諸島振興開発特別措置法及び小笠原諸島振興開発計画の目的と合致している。

評　　価

港湾整備 ・小笠原諸島振興開発特別措置法及び小笠原諸島振興開発計画の目的と合致している。
（二見港＜物揚場改修＞） ・係船岸前面泊地の静穏度に関する国土交通省基準（港湾の施設の技術上の基準）を確保するために

【小笠原諸島振興開発事業】

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）
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